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要約／Abstract 
 
 本稿は 2019 年 5 月 18 日（土）14 時〜17 時に同志社大学烏丸キャンパス志高館 1 階 118 教室での日本ソーシャ

ル・イノベーション学会春季セミナーの講演録である。主催は日本ソーシャル・イノベーション学会、共催は同

志社大学人文科学研究所第 5 部門研究会（ソーシャル・イノベーション学）であった。日米欧及び東アジアのソ

ーシャル・イノベーション政策や研究動向について、最新の知見を伺った。そして、日本のソーシャル・イノベ

ーション研究や実践が今後どうあるべきか、参加者とともに対話が行われた。なお、講演録として収めるにあた

って、文字起こしされた原稿に本学会の佐野淳也理事が加筆の上、話題提供者に改めて内容の確認が行われたも

のであることを付記しておく。 
 話題提供者は住友銀行、国際開発 NGO（国際開発救援財団（FIDR）ベトナム駐在）、国連開発計画（UNDP、
ウガンダ・NY）を経て、2011-2016 年トヨタ財団プログラム・オフィサーとして国際助成プログラムを担当した。

2016 年にトヨタ財団が主催した「アジア非営利セクター国際会議」の担当者として、欧米やアジアの研究者・実

践者にネットワークを持つ。その後日本財団を経て、助成財団センターで国際担当の参与として、英文発信や国

際ネットワーキング活動を行うとともに、内外の非営利セクターの現状を紹介する役割も果たしてきた。筑波大

学博士課程を経て 2018 年より現職、研究テーマはソーシャルイノベーション・エコシステム分析と国際比較、近

著に『Social Innovation Scaling Process in East Asia』（大学教育出版）がある。 
 
This paper is a transcript of the Spring Seminar of the Japanese Society for Social Innovation (JSSI) held on Saturday, May 
18, 2019, from 2:00 to 5:00 p.m. in Room 118, 1st Floor, Shiko-kan, Doshisha University Karasuma Campus. The seminar 
was organized by JSSI and co-organized by the fifth research group (Social Innovation Studies) of the Institute for Research 
in Humanities of Doshisha University. We listened to the latest findings on social innovation policies and research trends in 
Japan, the US, Europe and East Asia. There was also a dialogue with the participants about the future of social innovation 
research and practice in Japan. The transcript of the lecture was transcribed by Mr. Junya Sano, a board member of the JSSI, 
and the content was reconfirmed by the presenters. 
 The speaker has worked for Sumitomo Bank, an international development NGO (Foundation for International 
Development / Relief (FIDR) in Vietnam), and the United Nations Development Programme (UNDP) in Uganda and New 
York, then he was in charge of international grant programs as a Toyota Foundation program officer from 2011 to 2016. He 
was also responsible for the International Conference on Asian Nonprofit Sectors organized by Toyota Foundation, where he 
networked with researchers and practitioners in Europe, the US and Asia. After working for the Nippon Foundation, he joined 
Japan Foundation Center as a Fellow in charge of international affairs, where he is responsible for English-language 
dissemination and international networking, as well as introducing the current state of the nonprofit sector in Japan and 
abroad. His research interests include social innovation ecosystem analysis and international comparisons, and he is the 
author of the book Social Innovation Scaling Process in East Asia (University Education Press). 
 

キーワード／Key word 
 
キーワード： ソーシャル・イノベーション研究、ソーシャル・イノベーション政策、拡大プロセス、ヨーロッパ、

北米、アジア 
key words: social innovation research, social innovation policy, scaling process, Europe, North America, Asia 
 
 



ソーシャル・イノベーション研究 (The Japan Social Innovation Review) [ISSN 2435-3566] No.1 (2020) 31-43 

-  - 32 

１．ソーシャル・イノベーション（SI）の実践
と政策： 欧州・北米・アジア 

 
 ご紹介をいただきました青尾でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。 
 本日はこのような貴重な機会をいただきま

して、誠にありがとうございます。それにお休

みの日にも関わらず、これほど大勢の方に来て

いただきましたことも、あらためて御礼を申し

上げます。研究者の方、実践者の方、学生の方

と多様な方々に来ていただいているというこ

とに、この日本ソーシャル・イノベーション学

会の、私自身会員の末席を汚させていただいて

おりますが、今後の可能性を感じております。 
 本日は『ソーシャル・イノベーション研究の

国際比較 ～「社会変革」の学問はどこまで進

んでいるのか？～』と、非常に大きなお題を頂

いております。私自身どこまでお話できるか心

許ない部分がございますが、皆様にとって何ら

か得るところがあるようなお話ができればと

思っております。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 
 では、簡単な自己紹介から申し上げます。私

はもともと研究者ではなく、実践側の人間でし

た。大学を出て最初に入ったのが銀行で、その

後 NGO でベトナムに住んだり、UNDP（国連

開発計画）でウガンダやニューヨークにいたり

しまして、途上国開発の仕事を主にやっており

ました。その後、家庭の事情で日本に戻ってき

まして、トヨタ財団や日本財団という助成財団

を経て、去年の 4 月から岡山大学に来たところ

です。 
 今、岡山大学でやっておりますのがソーシャ

ル・イノベーション（以下、「SI」と略す）分

野あるいは国際開発の研究・教育や、岡山大学

として進めている SDGs 推進の取り組み、ある

いは岡山の県北の津山というところがあるの

ですが、そういうところで大学と地域が一緒に

何ができるかという連携事業を担当しており

ます。今でも研究と実践と両方やっているとい

う感じです。 
 学問的には、学部は国際関係論、修士で国際

開発学を専攻し、博士では社会科学となってお

りますが、中身としては SI の研究をしており

ました。トヨタ財団時代に主に国際プログラム

というのを担当しておりました関係で、中国、

韓国といった北東アジア、あるいは東南アジア、

欧米の研究者、実践者といろいろ知り合う機会

があり、非営利セクターの国際会議を主催した

り、あるいは国際交流基金アジアセンターのア

ジア・フェローシップというので、東南アジア

を訪問させていただいたり、様々なつながりが

ございます。現在の研究領域としては SI の理
論と実践、あとは今、仕事でもやっております

SDGs とウェルビーイング、人や地域にとって

心身とも満ち足りた状態とは何かというよう

なことも考えています。それらの現れといいま

すか、具体的な事例として、岡山県北部の山間

部にある地域コミュニティでの研究もしてお

ります。 
 本日のお話につきましては、研究のお話が中

心ということになっておりますが、皆様ご承知

の通り、SI というのは実践が先行して成立し

てきたという部分があります。せっかくの機会

ですので、まずは SI の実践と政策ということ

で、ヨーロッパ・北米・アジアと分けてお話を

させていただきます。その上で近年の、特にこ

の 10 年ほどの間で急速に発達してきました SI
研究について、これまたヨーロッパ・北米・ア

ジアとご説明させていただきます。更にこうし

た SI の実践・政策、あるいは研究を経て現在

出てきている、SI に対する新たな視点や論点

をいくつかご紹介させていただきます。最後に

今後日本ソーシャル・イノベーション学会をは

じめ、日本の研究者、実践者が世界の SI にど

ういう関与というか貢献ができるかというと

ころについて、私が今考えているところを申し

上げたいと思います。 
 ちなみに本日の話は、ところどころで SI の
定義というようなお話も出てくるかと思いま

すが、世界中の色々な人が使っている SI とい

う意味は、当然使う人によって違います、とい

う前提でお話をさせていただきますので、その

辺りは少し柔軟に聞いていただければと思い

ます。 
 ちなみに宣伝となり恐縮ですが、『Social 
Innovation Scaling Process in East Asia』という私

の本が、ちょうど今月出版されました。今日の

お話はここの中に書いてあるようなことと通

じておりますので、今日のお話を聞いてご関心

を持って英語を読んでみてもいいよという方

は、ぜひご覧いただければと思います。どうぞ

よろしくお願いいたします。 
 
(1) SIの実践・政策－欧州 
 前置きが長くなりましたが、ここから本論に

入らせていただきます。SI の実践と政策とい

うことで、これは意外と言われていないのです

が、近年の SI における原点となっているのは、

イギリスのいわゆるニュー・レイバー、つまり

労働党のブレア並びにブラウン政権ではない

かと思っております。といいますのは、この時、
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特にブレア政権のときは、SI という言葉その

ものは使っていないのですが、その政策として

の特色に、その後の SI の政策に見られるもの

の一種の原型が成立していると言えるのです。

これがどういうものかというと、一つにはワー

クフェア（Workfare）と言われるような雇用と

福祉を一体化させる方向性です。保守党のサッ

チャー政権以降の福祉改革の後でもう少し福

祉を復活させる、ただそれは従来型の福祉を復

活させるのではなくて雇用と連動した形でや

るというのがワークフェアです。 
 さらにブレア政権は、地域単位やコミュニテ

ィ単位での協約、それをコンパクトと呼んでい

るのですが、自治体・企業・チャリティーセク

ター、いろんな人たちの間で連合体を組ませて、

そこでいろいろなプロジェクトを行っていき、

それに対する支援のお金を出すという、そうい

う枠組みをとりました。これが二つ目です。 
 三つ目の特色としては、日本で言うところの

NPO セクター、向こうでいうとチャリティー

とかボランティアセクター、あるいは社会的企

業、イギリスの場合は Community Interest 
Company、日本語では「コミュニティ利益企業」

となりますが、そういった NPO やあるいは社

会的企業について新しい法的枠組みを作った

りして、地域で第三セクターが活動するという

ことの支援をしました。 
 こういったところがその後の SI 政策のモデ

ルとなっているというのが、私の理解です。こ

こには、従来型の福祉国家がもたなくなり、産

業構造も変わる中で新たな福祉の担い手とし

ての SI への期待という文脈が読み取れるかと

思います。これを設計したのが、ここに映って

ジェフ・マルガン（Geoff Mulgan）という人物

です。もともとジャーナリストや、デモスとい

うシンクタンクをやっていた人だったのです

が、彼がこのブレア政権の内閣戦略室長をして

いました。ジェフ・マルガンは、その後イギリ

スのヤング財団、あるいは nesta に移って、こ

ういう財団の立場からその後の SI の実践や研

究にも大きく影響しています（青尾注：2020
年より UCL 教授）。また Social Innovation 
Exchange（SIX）と言う、全世界の実践者、研

究者が参加するネットワークの中心人物です。

これらを含めて、SI の原点としてのイギリス

ということが言えるかと思います。 
 その後、イギリスは政権交代などもありまし

て、こういったニュー・レイバーのやったこと

は、多少変質していくわけですが、2009 年以

降、EU がこの SI を貧困、あるいは社会的包摂、

ソーシャル・インクルージョンとも言いますが、

こうした政策の中に位置付けていきます。 
 その背景となっているのは、最近ヨーロッパ

を旅行された方ならお気づきかもしれないの

ですが、例えば若年層の失業ですとか、難民・

移民と言った社会の中で周辺的な立場という

か、あるいは、社会の主流に入れない人たちと、

主流の人たちとの分断と格差がものすごく激

しくなってきていることです。そういったマー

ジナル、周辺的な位置にいる人たちを、どうや

って経済や社会の中に取り込んでいくか、とい

う観点から EU のバローゾ委員長（当時）の個

人的なコミットメントもあって、SI に注目が

集まったということがあります。 
 具体的な政策としては、ヨーロピアン・ソー

シャル・ファンド（European Social Fund）とい

う資金を使ったりして、起業家や非営利組織の

プロジェクトへの資金支援、あるいは多くの大

学等に起業家支援をするようなインキュベー

ション・ハブを設置しました。また詳細は研究

の方で述べますが、SI に関する研究プロジェ

クトにも大規模な資金が出ております。 
 ただし、それが 10 年近く続く中で、課題と

して浮かび上がってきたものがあります。SI
というものが、個別の NPO や社会的企業の成

功例というのはもちろん出ているわけですが、

それらの個別の成功例という枠を超えて社会

全体の問題にどう答えるのか、それをどう解決

しうるかという、いわゆる拡大（Scaling）と言

われる問題が問われるようになってきており

ます。 
 そういった流れの中で、つい最近終了したの

ですが、ソーシャル・イノベーション・コミュ

ニティーという EU 内のプロジェクトがあり

まして、これに参加しているパートナーを見る

と、SIX ですとか nesta とか、さっき名前が出

たようなところがほとんど入っているのです

が、このプロジェクトの中で、ヨーロッパ内の

大学や財団等のネットワークに加えて、政策テ

ーマごとのネットワーク、例えば協働とシェア

経済ですとか、コミュニティとかデジタルとか、

社会的経済とか、いろんなテーマごとに実践

者・行政・政策担当者・研究者・財団・NGO・

社会的企業、様々な人がこれらのテーマごとに

ネットワークを作るというような取り組みが

されました。これは具体的に社会の中でインパ

クトを作っていこうとする方向性だと私は理

解しております。また、これまでの SI の研究

に関する総括といいますか、取りまとめ的なも

の（Domanski, D. and Kaletka, C. (eds.) 2017）も

できておりまして、これは非常にまとまった良

い冊子です。こういったものは全部ダウンロー
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ドできますので、もしご関心ある方は、そちら

もご覧ください。 
 こうした取り組みが進む一方で、同時に見え

てきたのが、そういった大規模な EUレベルや

国レベルとは別のレベル、つまり都市、あるい

は地域・地方を単位とした SI の取り組みが広

がっております。その中で、例えばウィーンで

すとか、アテネ、バルセロナといった都市圏、

その中でうまくいっている例というのが注目

されています。 
 その一つの例として、スペインのバスク地方

というところのお話をさせていただきます。バ

スクというのは、日本に宣教師として来たフラ

ンシスコ・ザビエルの出身地ですが、スペイン

の北側にあり、もともとスペインとは言語や文

化も違って非常に独自色の強い地域です。ここ

は造船業や従来型の工業が盛んだったのです

が、それらが 1980 年代以降に凋落してくる中

で、新たな科学技術イノベーションと起業活動

をバスク州政府の イ ノ ベ ー シ ョ ン庁

（Innobasque）が支援していきました。その重

点分野として、高齢化教育、雇用、就業という

ところが中心となっております。 
 また、このバスク地方はもともと有名なモン

ドラゴンですとか、そういう協同組合、あるい

は中小企業の盛んなところでしたので、そうい

う企業と協同組合の活動をうまく取り入れ、ネ

ットワーク化していったというところがあり

ます。イノバスクを中心に、セクターを横断し

たバスク・ソーシャル・イノベーション・プラ

ットフォームというのも作られておりまして、

バスク地方が一種の地域の中のイノベーショ

ンシステム、SI システムを作ってきていると

いう良い事例になっております（Pomares et al. 
2016）。 
 ただ、このモンドラゴンの関係者と 2、3 年

前に SIX の国際会議で会って話をしたときは、

「自分たちは SI という言葉を使わないように

している。なぜなら、聞いた人が SI というと、

社会的企業のことと勘違いしてしまう。自分た

ちがやろうとしていることは、もっと色々な人

が入って、社会課題に対処していくというもの

であり、そこの言葉の使い方は気をつけてい

る」と言っておりました。 
 
(2)SIの実践・政策－北米 
 アメリカはもともと違う文脈で SI が進んで

います。それは研究の方でまた述べますが、も

とは NPO が企業的なビジネス的な手法を取り

入れていくというところに大きな焦点があり

ました。それは連邦政府からの NPO を支援す

る補助金などが減ってくる中で、NPO がどう

生き残っていくか、という関心から、SI が捉

えられていったというところがあります。 
 ただそれが大きく変わりましたのが、民主党

のオバマ政権になります。オバマ大統領が就任

してすぐの 2009 年に、超党派の法案によって

ソーシャル・イノベーションと市民参加のため

の大統領オフィス（White House Office of Social 
Innovation and Civic Participation）と、ソーシャ

ル・イノベーション・ファンド（ Social 
Innovation Fund: SIF）が設立されました。 
 この頃、2009 年というとリーマンショック

の直後であり、政府のお金をどうやったら効果

的に使えるか、特にそれまでの教育、保健、青

少年、雇用、住宅等の政府の施策は効果がない

という批判を浴びる中で、どうやって実効性の

ある施策というのを限られた資金で作ってい

くかが大きな課題となっておりました。 
 これに対して、アショカ財団等の国際的な社

会的起業家支援ネットワークに関わっていた

ミシェル・ジョリン（Michele Jolin）のような

人たちが政権移行チームに入り、こうした制度

設計に大きく関わっていくことになります。そ

の結果として非営利セクター、社会的企業セク

ターに大きな期待がかかる制度になりました。

また、アメリカの場合は州によっても制度が違

うのですが、多くの州で B-Corp や L3C と呼ば

れるような社会的企業の法人格も整備されて

いきました（Potts 2017）。 
 SIF は、連邦政府のお金ですが、それがまず

助成金として行く先は、もともと地域で助成組

織として活動していた、助成財団ですとかユナ

イテッド・ウェイ（United Way）という、日本

でいうところの中央共同募金のようなところ

ですが、そういうところにまず行きます。面白

いのは、連邦政府の資金と助成を受けた財団等

の資金を1対1でマッチングさせるところです。

つまり倍にさせるわけです。その上でこの助成

を受けた組織は、更に地域で活動している

NPO 等に助成を行います。仮に最終助成先と

呼びますが、この NPO等では、またそのお金

を 1対 1 でマッチングする。そうなりますと、

もともとの連邦政府のお金が３億5千2百万ド
ルだから、約 350億円ぐらいだったのが、ざっ

くり3倍から4倍に膨れ上がるという計算にな

ります。この方式を SIF の「クラシック・プロ

グラム」と呼んでおります。 
 これは先ほどのミシェル・ジョリン等が、政

府が決めるのではなくて、こういう中間的な組

織の知見や創意工夫を当てにしていたんだろ

うなということが伺える制度設計で、日本の休
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眠預金などもこういうのを参考にしたらいい

のではないか、と個人的には思ったりもします。

その後 SIF には、アメリカだと社会的インパク

ト債（Social Impact Bond、SIB）のことをペイ・

フォー・サクセス（Pay For Success）、成功に対

する支払いという、非常に即物的な言い方をし

ますが、このペイ・フォー・サクセスも入りま

す。大統領オフィスのウェブサイトは、大統領

が変わった途端に見られなくなりましたが、一

昨年前にクリス・ディーグルマイヤー（Kriss 
Deiglemeier）という人に会った時には、活動自

体はまだやっているという話を聞きました。 
 
(3)SIの実践・政策－アジア 
 以上がヨーロッパと北米、アメリカの話です。

アジアはまた少し様子が違います。一般的な傾

向として、私が知る範囲での北東アジア、東南

アジアで申し上げると、政府が色々な福祉等の

サービス提供者、あるいは雇用創出者として

NPO や社会的企業に期待する、それらを支援

するということは非常に盛んになっておりま

す。感覚としては日本以上ではないかと思うと

きがあります。 
少なくとも中国、香港、韓国、台湾、シンガ

ポール、ベトナム、タイ、マレーシア、インド

ネシアといった国や地域全てでそうした取り

組みがなされています。中には社会的企業を法

人格として認めているところも多く、ベトナム

などは会社法自体で認めていますが、そこまで

いかなくても何らかの認証や制度で認めてい

ます。あるいは、そういった認証制度等はない

が、実績に支援しているような国もあります。

その辺は非常に積極的であるといえます。 
 各国でこうした社会的企業に対する中間支

援組織も多く存在し、また AVPN（Asian Venture 
Philanthropy Network）という、シンガポールに

本部を置いている国際ネットワークもありま

す。日本人でもこの年次大会に出たりする方は

いらっしゃると思うのですが、こういったネッ

トワークで主導的な役割を果たしておられる

日本人の方は慶應大学の伊藤健先生とか、数が

限られるというのが印象です。 
 SI というのがこれらの国でどう扱われてい

るかというと、言葉としてはちょくちょく出て

くるのですが、私の理解している範囲ですと、

何とかソーシャル・イノベーション・アワード

とか、ソーシャル・イノベーション・コンテス

トとか、そういうイケている若者が素敵なプレ

ゼンをして賞金をゲットするような使われ方

が多いような気がしております。ただ、それと

は全く別のレベルで、こういう実質的な政策で

すとか、制度化というのもアジア各国でも進ん

でいる。必ずしも日本がこういうアジアより進

んでいるとは限らない、というのが正直な実感

です。 
 その中で一つ特筆すべき存在が韓国のソウ

ル市です。もともと韓国は、2006 年に雇用労

働部という中央省庁の主導で、社会的企業振興

法というのができましたが、雇用労働部のもと

もとの目標はいわゆる「脆弱層」と呼ばれるグ

ループの雇用創出というところにありました

もので、社会的企業の認証を受けると、人件費

の補助とかが手厚く受けられる。それが例えば

5 年で終わるけれども、その間に補助を受ける

だけ受けて、補助期間が終わったら潰したり規

模を縮小するというような、ちょっと活発でな

い状況が続いていたという背景があります。 
 そんな中で朴元淳（パク・ウォンスン）市長

（青尾注：2020 年 7 月に死去）、もともと社会

運動家、あるいはいろんな非営利組織を作った

り、リサイクルショップを作ったり、社会起業

家的なところもあった人ですが、彼が 2011 年

にソウル市の市長に就任するとまずやったこ

とは、ソーシャル・イノベーション部というの

を設置して、住民参加型の予算を組んだりとい

う行政改革を行いました。さらに失業や低収入

が問題になっていた、韓国の高齢者や若者、あ

るいはコミュニティ単位の、マウルというのは

コミュニティという意味ですが、マウル企業あ

るいは協同組合などで起業していくことを支

援していきます。そのために様々な中間支援組

織をソウル市内に設けるとともに、そのソウル

市内の区の単位で、こういった活動を支援して

いくネットワークを構築していきました。アジ

アの中でも、朴市長は、先ほど出たジェフ・マ

ルガンなどと非常に関係が深く、そういった知

見が豊富な人なので、政策的にも近い印象があ

ります。文在寅（ムン・ジェイン）政権ができ

てから、文政権がそれを全国的に展開しようと

しているというような話も聞きますが、まだ具

体的には出てないと思います。以上がアジアの

話です。 
 
(4)SIの実践・政策－まとめ 
 こうやって、ヨーロッパ、北米、アジア、と

見てきまして、一つのまとめとしては、SI が

どういう背景で必要とされてきたのかという

ことが言えるかと思います。まず、先進国の方

では、特にヨーロッパですけれども、戦後の福

祉国家という枠組みで年金・医療保険・労災と、

そういったもので成り立っていた社会的サー

ビスというものが、だんだん社会のニーズが多
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様化していって資金や人員の持続性、あるいは

サービスの内容ともに限界に来ている、という

ところがあります。 
 一方で、途上国、新興国の方では経済成長も

するのですが、社会課題も多様化していて、政

府に対する福祉等の圧力は増大してきていま

す。ただこうした国では、日本のように高齢化

が進んだから介護保険を作ろうというのは割

と例外で、なるべくそういう制度的なコミット

メントを増やしたくない、慎重に慎重にとやっ

ているところが非常に多いと言えます。 
 その両方の文脈の中で、必要とされているの

が資源、特にお金や人ですが、その限られた資

源で政府だけではなくて、政府、企業、市民社

会、あるいは地域コミュニティ等によって、福

祉「国家」ではなくて、福祉レジーム、つまり

何らかの形で多様なニーズを支えていける社

会を構築する、あるいは再構築するということ

です。また、これは特に先進国で、工業化社会

というものが終わり、その先の新しい経済社会

をどう作っていくか。特に社会の中に広がる分

断と格差の中で、どう多くの人を包摂できる経

済や社会を作っていくかという問題がありま

す。この二つの大きな課題の中で、SI が注目

されているようになってきています。 
 そうやって考えてみますと、日本はヨーロッ

パと比べれば、社会の分断や格差などもまだそ

こまでではないし、医療も介護もいつどうなる

か分からないと言いつつ、目先では何とかなっ

ているというところで、まだそうした SI 政策
というものが切実には必要とされていないと

いう見方もあるのだと思います。ただ、個人的

にはそうも言っていられないだろうという気

もしますが、これについては時間があればまた

後で述べたいと思います。 
 以上が政策や実践についてです。 
 
２．近年の海外における SI研究： 欧州・北米・
アジア 

 
(1) SI研究－欧州 
 続きまして、本日二つ目の話題となります

SI の研究の方に入りたいと思います。こちら

もヨーロッパの方からご説明させていただき

ます。先ほど申し上げたとおり、2010 年ごろ

から EU の研究資金、日本で言ったら科研費に

当たるような FP7 とか HORIZON2020 とか、

そういう研究資金から大規模な SI 研究プロジ

ェクトに対する資金が出ました。「大規模」と

いうのは、プロジェクト一つ一つが数百万ユー

ロ、日本円で数億円単位の国際共同研究です。

なので、10 を超えるそういった研究プロジェ

クトを全部合わせると、おそらく数十億とか

100 億円とかそれくらいは出ているかと思い

ます。 
 主だったプロジェクトだけでも 10 を超え、

関連するものはさらにあります。ただ面白いと

思いましたのは、こういう国際共同プロジェク

トの成果物、つまり報告書等の言語はほぼ全て

英語で出ております。現在ヨーロッパで起こっ

ているブレグジット（Brexit）、この後はどうな

るんだろうという気はするのですが、少なくと

も今のところ、ヨーロッパの SI 文献といえど

も、ほぼ英語が共通言語となっているようです。 
 まず代表的なプロジェクトを 4 つほど挙げ

させていただきまして、それぞれの特色と、ど

ういう事例を扱っているかも簡単にご説明し

ます。まず TEPSIE というプロジェクトが、こ

れはヤング財団、先ほどのジェフ・マルガンが

それまでの理論に基づいた整理と、EU の貧困

対策、特に脆弱層のエンパワメントというとこ

ろに力点を置いた政策との整合性を整えたと

いうプロジェクトです。事例としては、もとも

とジェフ・マルガンは非常に強い歴史的な視野

を持つ人物なのですが、TEPSIE ではフェアト

レードやシェア経済、再生可能エネルギー、参

加型の行政・予算等を事例として扱っています。

また SI の取組みや発想は市民社会からはじま

ることが多い一方で、それが社会の中で規模を

拡大していくにあたっては、それ以外のマーケ

ットや行政等のメカニズムを用いる必要があ

る点についても着目しております。 
 SI-DRIVE というプロジェクトは、後でもう

少し詳細にご紹介いたしますが、SI に関連す

る分野の理論を整理するとともに、世界中の

1,000 を超える事例、更に 7つの分野（教育、

保健、雇用、環境／エネルギー、モビリティ、

貧困）について分析しております。 
 TRANSITは社会変革につながるSIを重視し

たのですが、とりあげた事例としては様々な国

際的なネットワークと言いつつ、アショカや

Impact Hub、協同組合、スローフード、タイム

バンクといった個別の組織を扱っており、結局

それぞれの組織の活動がどうやったら社会全

体の変化につながるか、というところを研究の

方法論的につなげなかったところがありまし

て、やや消化不良で終わったのかなという感じ

がいたします。 
 最後の CrESSI というのがまた少し変わって

いて、アマルティア・セン（Amartya Sen）と

いうノーベル経済学賞を取られた方がいるの

ですが、そのセンが打ち出したケイパビリテ
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ィ・アプローチ（Capability Approach）という

個人のできることに着目する視点があります。

CrESSI はその視点から、周辺的な地位に置か

れた人たちの経済における包摂とエンパワメ

ントを進めていくというところに注目したも

ので、社会的インパクト債（SIB）とか共同購

入、マイクロクレジット、協同組合等々を扱っ

ております。 
 以上は主なプロジェクトについての簡単な

ご紹介ですが、こうした SI 研究プロジェクト

が、様々なアプローチから、多様な事例を取り

扱っているということがお分かりいただける

かと思います。 
 こうした研究の結果として何が進んだかと

いいますと、まずは SI の理論面の展開、掘り

下げが非常に進んだということです。SI の定

義についてはそれぞれの間でも微妙に違うわ

けですが、共通項としてだいたい私が理解して

いる限りでは、定義として以下の二つを満たす

ことだと思います。まず一つ目が、社会の中に

存在している課題やニーズに対するイノベー

ション、つまり新しいものであり、かつ、それ

がこれまで存在していたものよりも効果的な

対応手段であるということです。ここで対応手

段といったときに、それは具体的な製品やサー

ビスかも知れませんし、あるいは課題に対して

関係者がどう取り組むか、という活動かもしれ

ない。あるいはそれらの組み合わせ、例えばよ

そですでに存在しているものや取組を、別のと

ころに新しく持ち込むというようなこともあ

ります。そういう何らかの形の新しい対応であ

るというのが一つ。 
 ただ SI 研究の中でもう一つ重視されている

ようになっているのが、単に新たな対応手段と

いう「もの」ではなく、それを社会に持ち込む

プロセスの中で、従来の社会の中で存在してい

た人やステークホルダーの関係性が変わって

いくということです。資源配分、あるいは力関

係、そういったものが変わっていく。 
 さらには、よくシステミック・チェンジ

（Systemic change）やインスティテューショナ

ライゼーション（Institutionalization）と言われ

る、社会全体の変化も SI の結果として注目さ

れています。Institutionalization を日本語に直訳

すると制度化になりますので、その言葉だけ見

ますと、制度化とは何となく法律ができたり、

政策ができたりするということなのかと字面

で我々は考えやすいかと思います。この場合の

Institutionalization とは、社会の変化が起きた結

果として、人々や社会のものの見方や価値観、

あるいは規範、行動様式までが変わっていくと

いうことです。 
 例を言えば、50 年前の人は、空き缶をポイ

と捨てるのはあまり抵抗がなかったかもしれ

ない。だけど、いろんな環境運動がおきて、今

の若い人を見て、そんなに缶を捨てる人はいな

いと思います。あるいは捨てるにしても「悪い

こと」と思いながらやっている、そういったこ

とがこの制度化という一つの例ではないかと

思います。今ヨーロッパの文献を見ていると、

だいたいこういう二点が SI に関する共通の定

義として認識されているように思います。 
 その定義の結果といいますか、並行して SI
と い う も の が 社 会 的 企 業 や 起 業 家

（Entrepreneurship）、あるいは一般的なイノベ

ーションとはまた別の、独立した概念であると

いうのが主張されるようになってきています。

SI 研究というのは、当初はそれまで行われて

いたような起業家や社会的経済研究とか、ある

いは経営学的なイノベーション研究としてや

られてきた部分が大きかったのですが、近年の

EU資金のような大きな研究資金が入ることに

よって、政治学や経済学、社会運動論等、様々

な分野の研究者が入ってくることとなり、そう

いった事情も反映して SI 研究が幅を広げ、研

究領域として独立していったと言えるのでは

ないかと思います。 
 もう一つ、先ほどの制度化のところとも関係

するのですが、個別の事例から社会全体の変化

への拡大というのが、重視されるようになりま

す。これは非常に有名な図（Murray et al. 2010）
なので見たことがある方も多いかと思います

が、例えばこの始まりのあたりは小さな試みと

か、プロトタイプ、試行です。その試行が生き

延びて持続し拡大して、システミック・チェン

ジ、つまり社会全体の変化に至る。こうした流

れが強調されるようになります。 
 ただ興味深いのは、こういうヨーロッパの大

規模な研究を見ていても、個人あるいは個別の

プロジェクトや組織というミクロのレベルと、

社会全体のマクロな変化がどのようなプロセ

スを経て起きるのかというところに関しては、

実はよく分からないと言われていることです。

中にはさっきの TRANSIT のように、そこを解

き明かすといって始まったはずなのですが、結

論を見ると、今後ここをつなぐ中間理論、ミド

ル・レンジ・セオリーが必要であるという話で

終わっていて、やはりそこがなかなか難しいん

だろうな、というような感じだったりするので

す。ここが非常に大きな SI 研究のブラックボ

ックスになっているということが言えるかと

思います。それは研究者の側の研究手法の問題
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もあって、どうしても単一の個人や組織に着目

する、あるいは逆に社会全体の大きな「システ

ム」の話をしている方がやりやすいので、その

途中にある、多くの主体が関わるプロセスの分

析についてはどうしても敬遠してしまうとい

うところがあります。 
 ただ、やはりこういう SI の社会全体への拡

大というのが重視される中で、英雄的な社会的

起業家個人や社会的企業だけで SI は完結する

ものではないということも明らかになってき

ております。例えば、その拡大プロセスの中で

政府や営利企業、あるいは地域コミュニティが

関わっていくというような部分も大事であり、

様々なステークホルダーが異なる役割を持つ

というところが重視されるようになっており

ます。 
 あと、これは EU の政策的な影響もあると思

いますが、社会的な包摂、特に弱い立場の人た

ちの包摂や、エンパワメントが重視されるよう

になってきておりますが、これは厳密には理論

とは違う部分かもしれません。 
 こうした近年の SI 研究の一つの例として、

先ほども挙げたSI-DRIVEというプロジェクト

の中身をもう少し詳しくご紹介させていただ

きます。これはドイツのドルトムント工科大学

が中心になった国際ネットワークによる研究

です。去年そこの若手の研究者であるドマンス

キ先生が日本に来たので、京都にお連れして同

志社大学の SI 大学院プログラムや、京都市ソ

ーシャル・イノベーション研究所（SILK）さ

んがやっているような行政・企業・市民社会が

一緒に取り組んでいる事例を見てもらったと

ころ、非常に喜んでおりました。「日本はすご

いね。海外には全然知られてないのが残念」と

いうことで、日本の強みとその辺をアピールす

る必要が、非常に明確になったかなという気が

いたします。 
 いずれにせよ、そういった国際的な研究ネッ

トワークでやられたのがこの SI-DRIVE です。

その最終的な成果物として作られたこの Atlas 
of Social Innovation というものは、SI の様々な

論点や、あるいは国単位の紹介をそれぞれ２～

３ページぐらいにまとめた記事が多数入った

もので、非常に読みやすいものです。これもダ

ウンロードできますので、興味があるところだ

けでも読んでみると非常に面白いかと思いま

す。 
 SI-DRIVE がやったことはいろいろありまし

て、まず、SI に関係あるいは隣接する理論と

いうのを、社会変革・社会運動理論、あるいは

拡大に関係するフランスのタルド（Tarde）の

模倣理論、制度派経済学、国際開発学、市民社

会論、あるいはイノベーション論、マネージメ

ント論、社会起業家、社会経済、デザイン思考、

そういったものをそれぞれ洗い出しまして、結

果として SI の理論というのは、イノベーショ

ン理論とその社会全体がどう変わっていくか

という社会理論、この二つの間で３角形のよう

に独立した存在だという枠組みを提示してい

ます。 
 また、この理論研究と事例研究の結果として、

SI の 5 つの側面というものを定義しました。

一つ目は色々な場所において SI というものが

どう理解されているかというコンセプトと理

解の部分。二つ目は SI が取り組もうとする社

会的なニーズや課題は何かということ、三つ目

は資源、能力、そしてその限界という、リソー

スの話です。四つ目はアクターが誰で、その間

のネットワークとガバナンスがどうなってい

るかという問題です。最後、五つ目がプロセ

ス・ダイナミクスということで、波及や拡大の

メカニズムという部分ですが、ここが一番分か

らない、という結論になっています。こういう

多面的な SI 理解というのが、大規模な研究プ

ロジェクトの結果、醸成されてきております。 
 さらに SI-DRIVE がやったのが、世界全体の

1,000を超えるSIの事例をヨーロッパに限らず、

アジアとか、ラテンアメリカとかアフリカまで

集め、分析したということです。この分布図を

よく見るとアジアは当初インドと中国しか入

っておらず、といいますのは彼らのパートナー

組織が、アジアでは中国とインドしかなかった

ということです。この辺も日本がグローバルな

次元でアピール下手なのが非常に出てしまっ

ているのかなと思っております。 
 その事例研究の結果として、SI の事例に関

わっている主体については、NPO/NGO が一番

多い（46.4%）のですが、行政、公的セクター

がそれに次ぎ（45.5%）、営利企業（37.1%）、

大学等も含めた研究教育機関（15.2%）、財団

（13.9%）、個人とネットワーク（同）、社会的

企業（12.5%）等と様々なアクターが関わって

いることが示されております。取組の拡大とい

うのも、SI-DRIVE全体を通じて大きな関心事

になっているのですが、拡大をしているといえ

ばしているんだけれども、大した規模ではして

いない。ちょっと利用者が増えましたという程

度の拡大でとどまっているという限界も明ら

かになっています。以上がヨーロッパです。 
 
(2) SI研究－北米 
 北米に関して言うと、正直ヨーロッパほどは
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組織だって大々的にはされていないという印

象です。その中で、スタンフォード大学の

Stanford Social Innovation Review、SSIR と略称

されますが、ここは 2003 年の創刊以来、世界

的な SI 研究の中で、近年のヨーロッパによる

研究が盛んになるまで非常に大きな存在感を

持っておりました。この関心の移り変わりを見

ていきたいと思います。設立当初は先ほど私が

申し上げたような NPO の活動の中にいかにビ

ジネス的な新しい手法を取り入れていくかと

いう関心が中心だったわけですが、2008 年に

この編集委員会が書いた有名な論文で、

“Rediscovering Social Innovation”（「ソーシャ

ル・イノベーションを再発見する」）という短

い論考があります（Phills et al. 2008）。SI が新
しく効率的な取り組みであると同時に、公正

（Just）であることや、それが個別の個人や組

織に限らず、社会全体にとって価値を生み出す

ものだということが強調されています。SI を

そのように定義することで、一般的なビジネス

的あるいは技術的なイノベーションとは質的

に異なるものだということが強調されていま

す。 
 さらにこの SSIR の発行主体が 2010 年に
Stanford Center on Philanthropy and Civil Society
（スタンフォード大学財団・市民社会センタ

ー）に変わったこともありまして、その後さら

に焦点が財団や市民社会等を含めたシステミ

ック・チェンジのほうに移行しているように見

受けられます。特に去年、ガンツ他（Ganz, M.et 
al.）が書いた Social Enterprise is Not Social 
Change（「社会的企業は社会変革ではない」）と

いう非常に刺激的な論文が載りました。これの

言わんとすることは、社会的企業や起業家とい

うのは市場に依拠している以上、構造的な社会

問題は、彼ら彼女らだけでは解決できない。そ

れを解決するためには、市民参加による民主的

な政治プロセスが必要である、という社会的企

業や起業家に対する痛烈というか根本的な批

判です。 
北米の中でやや異なる立場を取るのがカナ

ダのフランシス・ウェストリー（Frances 
Westley）で、和訳された本（ウェストリー他 
2008）もありますが、理論的には非常にヨーロ

ッパの研究者に近い方です。彼女らのグループ

によるアプローチで非常に独創的というか、個

人的にとても面白いなと思うのが、「歴史的プ

ロセス分析」というものです（Westley et al. 
(eds.) 2017）。 
 歴史上の様々な事例を取り上げており、ここ

にあげているのはアメリカの国立公園の事例

です。19世紀初頭から 20世紀の終わりぐらい

までほぼ 200 年かけて、長期間にわたる変遷の

中で、関係者や思想、制度がどう変わっていっ

たかを分析するという、面白い試みをしていま

す。その他の事例として、産児制限、インター

ネット、知能テスト、東インド会社、金融デリ

バティブとか、バリエーションに富んだ事例が

入っています。 
 その結論として、SI というのはもともと主

流にあるものではなくて、周辺から出てきてだ

んだんと主流にのし上がっていく。その中で、

多数の関係者による連携、交渉、妥協が存在す

る。ただ、当初の理念、インターネットで言え

ば、もともとカウンターカルチャー的な国の支

配には入らないというような理念が依然とし

て強い、というのが彼女らの理解です。インタ

ーネットについては中国等の事例を見ており

ますと最近はそうとも言い切れないと思いま

すが、いずれにせよそういう当初の理念、ある

いは産児制限の事例におけるサンガー

（Margaret H. Sanger）さんのようなキーパーソ

ンの持っていた理念が比較的変質せず、そのま

ま貫かれていくということを言っております。

この点について私自身は若干異なる考えです

が、これは SI の拡大プロセスを考える際に、

非常に参考になる分析かと思います。 
 
(3)SI研究－アジア 
 アジアにおける SI 研究に関しましても、政

策的な要求から発している点に注目するべき

かと思います。特に中国ですが、他にもシンガ

ポール、タイ、マレーシアも含めて、非営利セ

クターや社会的企業研究からの SI 研究、中国

では SI のことを「社会創新」といいますが、

その研究が進展しております。また若手の研究

者、特にアメリカなどで学位を取り、英語で論

文を書くような若手が大変な数でいるという

のは、正直見ていて圧倒される思いです。 
 ただ、その中で、先ほどのヨーロッパの SI
文献と直接かみ合うような視点の研究という

のは意外と多くなく、やはり個別の企業研究、

非営利組織、フィランソロピー研究、あるいは

それらの制度に関する研究が多いということ

が言えるかと思います。その中で数少ない例外

として言えば、韓国の希望製作所が行った中

国・韓国・インド・タイ・日本の比較（Hope 
Institute 2017）、あるいは SSIR の別冊として出

された Social Innovation and Social Transition in 
East Asia というものがありますが、概して言う

と、アジアはヨーロッパの研究に事例だけ提供

しているという面が強いかと思います。 
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 あとは、トヨタ財団の助成を受けた慶應大学

の伊藤健先生が主査の「東アジア社会イノベー

ション環境調査」という研究プロジェクトがあ

ります。これは欧州の文献を踏まえた上で東ア

ジアの日本・中国・韓国・シンガポール・タイ

の事例研究と分析を行ったものです。私もこの

中の日本と全体の総括を担当したのですが、こ

れの成果物が公開されれば貴重な先行研究に

なるかと思っております（伊藤編 2018）。 
 あとは、自分の研究の宣伝になってしまうの

ですが、今の世界的な SI の研究の中で、日本

あるいはアジアから貢献できるところは何だ

ろうかというのを自分なりに考えまして、冒頭

で申し上げた本では日本・中国・韓国・インド

ネシアの 4カ国における SI の拡大プロセスに

ついての分析を行っております。事例としては

日本では NPOセクター、また戦後の公害防止、

そして、こちらはなかなか当初の構想通りに進

んでいない例ですが、地域包括ケアという高齢

化への対処をあげております。また中国の事例

で、今進んでいる NPO や社会的企業等といっ

た社会組織の話を取り上げております。さらに

韓国の社会的企業や協同組合、マウル企業とい

う社会経済組織や、インドネシアの地方分権と、

それぞれの SI の事例でセクター間のプロセス

分析を行っています。政府、企業、市民社会と

いう 3つのセクターが、着想・萌芽・拡大・制

度化という 4段階の SI拡大プロセスの中でど

のように関わったか。あるいはその中でどうい

う連携があったか、という関係性を分析したも

のです。 
 その結果として分かったのは、社会の中に拡

大・定着した事例においては、地方レベル、日

本でいうと自治体レベルでの多セクターの間

の連携とその拡散があったということです。こ

の連携について本書では「アライアンス（同

盟）」という言葉を使っております。といいま

すのは、それぞれの関係者の利害というのは結

構バラバラだったりするので、必ずしも皆が同

じ方向を向いて一緒に走っているわけではな

くて、それぞれがお互いの利害関係で、結果と

してそのプロセスを進めていくという意味で

す。この地方レベルでのアライアンスというの

が、一ヶ所に留まらずどれだけ広がっていくか

というのが、SI の拡大において決定的な影響

を持っていると言えると思います。 
 またそのプロセスの中で、社会全体に共有さ

れる危機感や価値観というものが大きな影響

を及ぼします。例えば韓国の例でいえば、社会

経済組織が導入され発展する前に、通称「IMF
ショック」と呼ばれる、深刻な社会経済の危機

があったり、インドネシアの地方分権が進む前

は、スハルト体制の崩壊後の地方による分離独

立の危機があったり、日本でも阪神淡路大震災

が NPO の制度化のきっかけとなったり、そう

いう危機感が変革へのトリガーとなります。あ

るいは逆にポジティブな価値による影響もあ

って、日本の公害で言えば、その途中で環境権

という新しい価値観が生まれてきたことが、社

会への定着に大きく貢献したと言えます。 
 さらに言いますと、この研究を通じてできた

ことというのは、ヨーロッパの研究者がやや行

き詰まっていた部分ですが、実は日本の研究者

が非常に得意にしている部分です。日本の研究

者による事例分析を見ていますと、多くは一つ

の組織の中だけでは終わらないで、その組織の

周辺にどういうプレーヤーがいたか、どういう

関わりを持っていたかという地域単位のエコ

システムのようなものについて、日本の研究者

は多くの場合目配りしてきたし、さらに言うと

日本の実践者も自分の組織だけで突っ走るの

ではなくて、地域の周りのいろんな人と一緒に

うまくやっていく、というのが日本社会全体の

ある意味強みなのかなと思います。そういった

ものを、一つの学問的な手法として落とし込め

たというのが一つの貢献であったかと思って

おります。 
 あと注意すべき点としてはそういう個別組

織のレベル、地方あるいは地域のレベル、社会

（国）全体のマクロレベル、それぞれのレベル

でこういう連携や妥協の結果、SI の方向性と

いうのが良くも悪くもどんどん変わっていく。

だから、アライアンスというのが拡大に効果的

であるとしても、それは必ず「良い」ものであ

るとは限らない、ということも言えるかと思い

ます。例としてはインドネシアの地方分権が地

域のエリート層に受け入れられると同時に、そ

こに与えられたリソースの独占が生じたよう

なものがあげられます。手前味噌となり恐縮で

すが、そういったところをまとめたのがこの本

です。 
 
(4)SI研究－まとめ 
 SI 研究の方のまとめとしまして言えること

は、まずは特に 2010 年以降、ヨーロッパを中

心とした英語文献による SI 研究の膨大な蓄積、

進展がなされたということです。次にその結果

として、定義や課題も含めた SI 認識の共通化

というか、一定の標準化が起こってきておりま

す。また研究がそれぞれの地域、これはヨーロ

ッパも北米もアジアもそうですが、政策や実践

を含めた社会的課題やその要求を反映したも
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のになっているということが言えるかと思い

ます。それが例えば社会全体への拡大の問題で

あったり、セクター間の共同の難しさであった

り、個別の政策分野やイシューの問題であった

りします。更に大規模な国際共同研究、さらに

異分野融合的な研究というのが進んでおり、政

治学、経済学、社会学、非営利セクター、デザ

イン、情報とさまざまな分野の研究者が SI に
入ってきております。 
 日本はそういった流れとはまた別に、独自の

多く日本語による SI 文献を積み上げてきてい

るというのが私の理解です。中には藤澤・石田

他による「SI と日本の事例」（Fujisawa et al. 
2017）のような、海外の研究動向を踏まえた上

で英語で書かれた文献もありますが、こういっ

たものは残念ながら少数です。 
 私がここで申し上げたいのは、別にヨーロッ

パの方が進んでいるというような話ではなく、

今日のお話でご理解いただけたかと思います

が、ヨーロッパの文献にはそれ自体の強みと弱

みがある、逆に日本の実践や研究の積み重ねて

きた強み弱みというのも、それとは微妙に食い

違うというか補完する形であるということで

す。それ故に、双方の持つものを検証して、交

流を進めていく意味があるのではないかとい

うのが私の今の思いです。 
 
３．ソーシャル・イノベーションに対する新た

な視点 
 
 続きまして、いくつか SI に関する新たな視

線というのを、見えてきている範囲でご紹介し

たいと思います。まず一つは、科学技術イノベ

ーションというものと SI をどう考えるかとい

うところです。先ほどイノベーションと SI は
違うという話をしたのですが、特に先進国にお

いて、工業社会から情報サービス社会に変わっ

ていく中で、イノベーションそのものの性質が

例えば旧来型のものづくりだったり、企業と大

学だけで完結するイノベーションから、新たに

社会におけるケアとかシェア経済、あるいはデ

ータエコノミーといった、そういう社会全体で

取り組むものになっていたり、その担い手が社

会的コミュニティ企業、あるいは多セクターの

協働による必要があったりと、非常に SI 的な

色彩が強くなってきている、というところがあ

ります。一例として、ドイツの連邦技術イノベ

ーション戦略（Hightech-Stragie Innovationen für 
Deutshland）においても、その中に SI が含まれ

るようになってきていると聞いております。 
 二つ目としては、単一プロジェクトや組織か

ら社会や地域における「エコシステム」に着目

するというのが、特に地域レベルで重要視され

るようになってきております。単一のプロジェ

クトや組織だけではなくて、それぞれのエコシ

ステムの中で政府、企業、市民社会、あるいは

大学等いろんなファクターが SI というものを

どう作っていくかという、関係性やプロセスが

注目されております。これについて言えば最近

岡山の色々な地域にいると思うのですが、本当

に地域によって政治・経済・社会だけではなく

て、歴史や文化も本当に違っていて、その違い

でこういうプロセスというのが大きく影響を

受ける、ということを感じております。 
 問題としては、たいていエコシステム研究と

いうのは、こういう組織がいてこれをやってい

るという主なステークホルダーの列挙で終わ

ってしまうきらいがありまして、実際にその人

たち、その組織がどう関わって、プロセスにど

う影響しているかという、具体的なプロセスの

分析が重要かなと思っております。 
 三つ目としては、SI ははたして「善」なの

か、という刺激的な話です。2000 年代初頭ぐ

らいは SI といえば無条件に「よいこと」とい

うのが前提になっておりました。定義を見ても、

例えば社会を強化するとか、社会的な価値を見

出すとか、ポジティブなものであるというのが

そもそもの前提になっていたわけです。ただ、

色々な事例の研究などが進みますと、中には社

会が変化していく中で、それが社会全体にとっ

て、あるいは社会の中でも異なるグループの人

にとって負の影響を持つこともあるという例

が出てきました。あるグループの人にとっては

いいことなのだけれども、別のグループにとっ

ては嫌なことであったり、そういうのも多くあ

るというのが見えてきております。 
 例えばウェスリーらが研究した知能テスト

やカナダの先住民政策の事例、あるいは世界中

の「マクドナルド化（McDonaldization）」とい

う、これは人によって評価の分かれそうなとこ

ろです。別の例では中国の科学技術イノベーシ

ョン、例えば個人スコアリングであったり、監

視カメラが発達する中で、中国の公衆道徳とい

うのは急に良くなりました。なぜかというと、

違反すると即捕まるからです。ただ、その一方

でそういう情報を全て国家や企業が集約する

というのはどうなのか、という問題があったり

して、実際にこういう例はこれからどんどん出

てくるかなと思います。 
 最後は「大きな」SI と「小さな」SI につい

てです。日本語にしてしまうと、SI もソーシ

ャル・チェンジも社会変革なのですが、この 2
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つが果たして同じものなのか、というのは若干

疑問視されるようになってきています。別の言

い方をすれば、果たして SI は社会全体の変革

をもたらさないといけないのかということで

す。 
 極端な例を言ってしまうと、例えば一つの家

族の中で、いろんなプロセスを経て、家事をや

らなかったお父さんがやるようになるという

のも、一つの SI かもしれないわけですし、そ

こまででなくても、自分の町内会の中で起きる

SI というものもあるわけです。そういうもの

も SI として全然いいではないかという人もい

れば、いややはり SI というのを最終的には社

会全体の変革につながらないといけないんだ、

という人もいるわけです。中には結局 SI とい

うのは国家が国民に対する様々な福祉や責任

から逃れる中で、後は SI でうまくやりなさい

よという「リベラリズムの優しい顔」、つまり

国家の責任放棄にすぎないという批判もあり

ます。これらに対しては、結局それぞれの人が

SI に何を期待するかということによって大き

く変わってくるのかと思います。 
 
４．これから：世界の SI に日本から貢献でき
ること？ 

 
 最後になりますが、こういった世界的な SI
の実践研究の流れに対して何が日本から貢献

できるかということで、まず一つ言えば、日本

にこれまで蓄積されてきた、膨大な実践あるい

は研究の事例がありますが、その事例を単に提

供するだけで、それを欧米の人たちが SI 理論

の構築に使う、というのはちょっともったいな

いのではないか、と正直思っております。日本

の研究や実践が強みとしてきました部分を先

ほどから申し上げていますが、それは地域の中

における協働であったり、エコシステム分析、

そういったところ、京都などはそういう意味で

典型的な良い例です。そういったところから、

新しい実践なり研究のあり方を世界にも打ち

出せるのではないか、と感じております。 
 この日本ソーシャル・イノベーション学会の

構成を見ていてもそうですが、日本から分野横

断的な、分野融合的な SI 学を生み出せる可能

性があるのではないかと思うわけです。その中

で、研究の知見について国際的な交流や発信を

していったり、先ほどご紹介した SIX や、ヨ

ーロピアン・スクール・フォア・ソーシャル・

イノベーション（European School for Social 
Innovation）という研究機関のネットワークに

参加していったりすることも意味があるだろ

うと思います。また、日本でも今後休眠預金法

案ですとか、様々な新しい政策や制度ができて

いく中で、内外の SI 研究あるいは実践という

ものが関与できる部分、貢献できる部分という

のは非常に大きいのではないかと思います。 
 その中でヨーロッパの経験は、特にこの 10
年ほど見てきますと、良くも悪くも学べる部分

がたくさんあるように思います。ヨーロッパ社

会の分断という危機に対して、それを解決して

くれると思われた SI に大きな期待が寄せられ、

それにより社会的企業等の支援がものすごく

広がりました。ただ広がった結果として、個別

の好事例や成功事例を超える社会全体へのイ

ンパクトがどれほどあったかというのが大き

な課題になっております。日本がそれを悪い意

味で繰り返さないように、それを更に良い形で

作っていくというのはどうすればいいのか、と

いう点は考える意味があるように思います。 
 先ほど、「大きな」SI と「小さな」SI につい

て、個々人が SI に何を期待するのかによって

違うということを申し上げました。現在、ある

いは 20 年先、30 年先の日本社会に何が求めら

れるのかということになるかと思います。それ

は、今存在する身近な課題を一つ一つ丁寧につ

ぶしていくことだけでなく、日本という社会が

昭和のものづくりと経済成長を軸とする経

済・社会から、全く別の価値観に基づいた経

済・社会を作っていく、その中で医療や福祉の

あり方も考えるということになるかと思いま

す。SI もそうした大きなビジョン、あるいは

デザインに基づいて考えていくべきなのでは

ないかと個人的には思っています。 
 本報告であげている参考文献の中で、青尾

（2018）「ソーシャルイノベーション理論の展

開と課題」は本日お話した研究面を中心に、１

年ほど前にまとめたもので、これは日本語です。

あとは、英語文献の中から包括的なところを選

んだつもりです。これらの包括的なものを見て

いただくと、更にその中に無数の文献が出てい

るというふうにご理解頂ければと思います。 
 以上ですが、大変拙いお話で申し訳ございま

せん。ご質問があれば、メールでお問い合わせ

いただければお答えできる範囲でお返しでき

るかと思います。本日は誠にご清聴ありがとう

ございました。 
 
５．追記：春季セミナーに参加しての所感 
（2019年 8月記） 
 
 設立以来一会員として参加しておりました

日本ソーシャル・イノベーション学会で、春季
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セミナーでの講演という大役を身の程もわき

まえずお引き受けして、誠に汗顔の至りです。

しかしながら、お話させていただき本学会内の

研究者・実践者、あるいは様々な社会的課題や

分野をまたがる会員の皆様の関心の高さと、そ

れぞれの会員が持たれる知見に衝撃を受けま

した。今後本学会がこの多様性を活かした「SI
学」の拠点となることを期待するとともに、会

員としてそれに貢献できればと願っておりま

す。 
 また講演後の参加者との対話を通じて、多く

の実践者の会員の皆様が同じような課題意識

や悩みを感じておられる中で、所属するセクタ

ーや分野が違うことにより、あるいは日本語と

英語という言語の壁によって、その方々のお役

に立つ知見の流れが分断されているというこ

とを痛感しました。今後本学会の会員として、

今回のような海外の知見だけでなく、国内の実

践者等の知見も踏まえ、セクターや分野、ある

いは言語を越えて実践者の方々のお役にたつ

ような「SI の知」を仲介する役割を果たして

いきたいと強く思いました。大変貴重な機会を

頂きました日本ソーシャル・イノベーション学

会の理事ならびに事務局の皆様方に深く御礼

を申し上げたいと思います。 
 また本講演の内容の多くは慶應大学／

AVPN の伊藤健先生を主査とする「東アジア社

会イノベーション環境調査」のメンバーとして

参加する中で、欧米アジアの研究者や実践者と

の交流を含め、学ばせて頂いたことに多くを負

っております。また国際交流基金アジアセンタ

ー様の「アジア・フェローシップ」としてシン

ガポール・インドネシア・タイの 3カ国を訪問

させていただいたことも貴重な学びの機会と

なりました。末筆ながらここに改めて御礼を申

し上げます。 
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